第１６章　府民所得　
概況　
　昭和59年度の日本経済は、景気上昇の２年目であり、物価が安定する中で好調な輸出と設備投資により順調な拡大を続けた。
　国民総生産（総支出と同じ）は、名目で303兆1557億円、対前年度比6.7パーセント増、実質（昭和55暦年価格基準）で281兆1022億円、対前年度比5.0パーセント増となり、実質経済成長率は第１次石油危機以来最も高い伸びとなった。
　これを需要面でみると、輸出はアメリカ経済の急速な拡大とドル高（円安）により大幅な増加となった。
　国内需要では、民間設備投資が輸出の増加や企業収益の増加等により順調に拡大した。その一方で民間最終消費支出は緩やかな増加にとどまり、民間住宅投資も前年度を若干上回るものの低い伸びとなった。また公的需要は財政改革下で厳しい歳出抑制が図られていることから、経済成長への寄与は小さなものとなった。
　次に、物価は安定基調を維持し、企業収益は景気拡大の中で賃金コストや輸入原燃料価格の安定等により好調に増大した。労働需給の状態を表わす新規・有効求人倍率は前年度に比べ緩やかながら改善した。
　こうした中で、経常収支の大幅な黒字、中央政府の財政赤字という２つの大きな不均衡が依然として続いている。また、経常収支黒字、内外金利差等を背景に長期資本の大幅な流出が続いている。（60年度経済白書より）
　以上のような国内経済の動向のもと、昭和59年度の大阪経済は、好調な輸出や民間設備投資に支えられ順調な景気拡大を示したものとみられる。
　これを府内総生産（総支出と同じ）でみると、名目で26兆１億円（対前年度比6.3パーセント増）、実質で18兆5162億円（対前年度比4.9パーセント増）と、58年度（名目4.2パーセント増、実質3.9パーセント増）を上回る伸びが見込まれている。
府内総生産
　昭和59年度の府内総生産は26兆１億円となり、対前年度比は名目で6.3パーセント増と58年度（名目4.2パーセント増）を上回る伸びになるものと見込まれる。
　58年度後半から回復の兆しを見せた大阪経済は、好調な外需を背景に、59年度に入っても拡大傾向を続けたものとみられる。
　その内容をみると、最大のウエイトを占める製造業は、好調な外需を背景に、輸出依存度の高い電気機器や一般機械等を中心に活発な動きを示し、それに伴い卸・小売業も、前年度を上回る伸びが見込まれている。また、近年成長の著しいサービス業は、家計のサービス支出の増大をうけて高い伸びが見込まれている。
　一方、金融・保険業は、金融業が貸出金利の低下により利ザヤが縮小したことなどから低調な推移が見込まれるほか、建設業、電気・ガス・水道業についても前年度の伸びを下回るものとみられる。
府民所得の分配
　昭和59年度の府民分配所得は、20兆3788億円、対前年度比は5.7パーセント増と、58年度（4.0パーセント増）を上回る伸びになるものと見込まれる。
　これは、最大のウエイトを占める雇用者所得が、前年度の伸びに比べ微増にとどまったものの、法人企業所得が、景気の拡大に伴い大幅な伸びが見込まれるためである。その結果、府民１人あたりの分配所得は235.8万円（対前年度比5.1パーセント増）になるものと見込まれる。
府内総支出
　昭和59年度の府内総支出は、名目で26兆１億円、対前年度比6.3パーセント増（58年度4.2パーセント増）、実質（昭和50暦年基準）では18兆5162億円、対前年度比4.9パーセント増（58年度3.9パーセント増）となり、名目、実質ともに58年度を上回る伸びになるものと見込まれる。
　これは、輸出の順調な伸びを背景に府内の生産活動が拡大基調にあるため、民間設備投資が58年度を上回る伸びとなったことや、在庫投資が大きく積み増しに転じたことなどによるものである。
　しかし、総支出の約半分近くを占める民間最終消費支出は1.6パーセント増と低調な伸びとなり、また民間住宅投資も住宅取得費と住宅取得能力との乖離が依然として大きいことから伸び悩み、内需の回復は今一つ力強さに欠けている。
府民所得統計は、府内における各経済主体の活動を、生産・分配・支出の３面からマクロ的・総合的にとらえ、大阪の経済力を計量的に把握するものであります。　　　
　国民所得統計が「国民経済計算体系（新ＳＮＡ）」に移行したことに伴い、府民所得統計においても、国に準じて新しい「県民経済計算標準方式」により所得統計を精緻化し、より一層多くのデータを提供できるように努力しております。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　しかし、現在なお移行の過渡期にあり、過去の公表値と数値に若干変動がありますが、ご理解の上、ご活用いただければ幸いです。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　なお、ここに掲載する59年度値は、生産・分配・支出の各項目を、関連の深い経済変数にあてはめて回帰式により推計した「速報値」であり、追って公表する確報値とは数値に若干の変動がありますので、ご留意ください
　また、国の計数は昭和55年基準改訂後のものです。　
